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日向市における建設工事の入札参加審査基準 
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Ⅰ 資格審査申請及び認定に関する事項 

 

（１）資格認定日  平成２５年４月１日 
 
（２）受付期間   平成２４年１１月１日～平成２４年１１月３０日 
 
（３）有効期間   平成２５年４月１日～平成２７年３月３１日（２年間） 
           
（４）欠格要件   ①地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 11 第１項において準用

する第 167 条の４第１項又は第２項各号のいずれかに該当するもの 
          ②国税（消費税及び地方消費税）及び市税（全税目）に未納があるもの 
          ③経営事項審査を受けていないもの 
          ④個人住民税に係る特別徴収を実施していないもの。ただし、次の要件に該当す

るものを除く。 
           ア 個人住民税の特別徴収義務の無いもの 
           イ 宮崎県内に事業所（支店又は営業所等を含む。）が無いもの 
           ウ 今後、特別徴収を実施する旨を市町村の税務担当課に誓約しているもの 
          ⑤役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者）が暴力団

関係者（日向市暴力団排除条例（平成 23 年日向市条例第 23 号）第 2 条第 3 号

に規定するものをいう。）であるもの 
 
（５）格付対象業種 土木一式・建築一式・電気・管・ほ装 
 
（６）等級区分数  土木一式     ４等級（Ａ～Ｄ等級） 

建築一式     ４等級（Ａ～Ｄ等級） 
電気・管・ほ装  ３等級（Ａ～Ｃ等級） 
※但し、ほ装については県の等級に準じて決定 
 

（７）地域区分   市 内：市内に本店を有する業者 
          準市内：市内に建設業法上の営業所を有する業者 

市 外：市内に建設業法上の営業所を有しない業者 
 
（８）格付方式   ①市内：総合数値により決定（等級要件等あり） 
          ②準市内・市外：市内等級基準値に準じて決定 
       

（９）等級格付の方法 総合数値＝経営事項評価数値＋技術等評価数値＋等級要件 
 
（10）情報の公表  〔格付要領〕総務部契約管理課において閲覧及びホームページに掲載 
          〔審査結果〕等級・総合数値・経営事項評価数値・技術等評価数値等について本

人通知、閲覧及びホームページ掲載   
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Ⅱ 等級格付けに関する事項 

 

１．経営事項評価数値 
 
 
 決算期が①と②の各期間内にある総合評定値通知書の総合評定値（Ｐ点）の平均値（小数点未満切捨

て）を加点する。 
 
＜対象期間＞   ① 平成２３年７月１日～平成２４年６月３０日 

② 平成２２年７月１日～平成２３年６月３０日 
 
 
・①の期間の総合評定値を必須とする 
  総合評定値が未通知の場合は、入札参加資格の申請までに経営事項審査の申請書（写しで可）を提

出し、かつ、平成２５年２月２８日までに総合評定値の通知を提出した場合にのみ格付けを行う。 
 
・新規事業者で②の期間の経営事項審査を受審していない場合は、①の期間の総合評定値（Ｐ点）を経

営事項評価数値とする。 
 
・決算期の変更等で期間内に２回以上の審査基準日がある場合には、それぞれの対象期間における最新

のものを採用する。 
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２．技術等評価数値 
 

（１）市工事の工事成績 
 
 対象期間内に完了検査を受けた対象工事成績の平均値に応じ、下表の計算方法により得られた評価点

数（小数点以下４捨５入）を加点（減点）する。 
 

成績の平均値 評価点数（小数点以下切上） 
７５点超 （成績の平均値－７５）×５＋４５ 

６５点以上７５点以下 （成績の平均値－６５）×２＋２５ 
６５点未満   （成績の平均値－６５）×５＋２５ 

 
 
＜対象工事＞   当初の請負契約金額が１００万円以上（水道課・広域連合分は除く） 
 
＜対象期間＞   平成２２年４月１日～平成２４年３月３１日 （２年間） 
 
・対象期間内に完了検査を受けた対象工事成績がない場合は、成績の平均値を６５点とみなし２５点を

加点する 
           
 
早見表 
成 績 ５８ ５９ ６０ ６１ ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ 
評価点数 ―１０ －５ ０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ２７ 

 
成 績 ６７ ６８ ６９ ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ 
評価点数 ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ４３ ４５ 

 
成 績 ７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ 
評価点数 ５０ ５５ ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０ 
 
 
・加点の限度   経営事項評価数値×５％＋２５ 
 
・減点の限度   市工事施工実績点数 
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（２）市工事の施工実績 
 
 対象期間内に完了検査を受けた対象工事の施工実績（年間平均請負額）に応じ評価点数を加点する。

特定建設共同企業体での実績は、出資割合に応じた額とする。 
 
＜点  数＞ 最大３５点（下表のとおり） 
 
＜対象工事＞ 当初の請負契約金額が１００万円以上（広域連合分は除く） 
                        
＜対象期間＞ 土木一式      平成２２年４月１日～平成２４年３月３１日（２年間） 

建築一式・電気・管 平成１９年４月１日～平成２４年３月３１日（５年間） 
       ※管については、水道施設工事分を含む。 

市工事の施工実績（年間平均請負金額） 評価点数 
  ～ 0 千円未満 ０ 

0 千円以上 ～ 2,500 千円未満 １０ 
2,500 千円以上 ～ 5,000 千円未満 １１ 
5,000 千円以上 ～ 7,500 千円未満 １２ 
7,500 千円以上 ～ 10,000 千円未満 １３ 

10,000 千円以上 ～ 12,500 千円未満 １４ 
12,500 千円以上 ～ 15,000 千円未満 １５ 
15,000 千円以上 ～ 17,500 千円未満 １６ 
17,500 千円以上 ～ 20,000 千円未満 １７ 
20,000 千円以上 ～ 22,500 千円未満 １８ 
22,500 千円以上 ～ 25,000 千円未満 １９ 
25,000 千円以上 ～ 27,500 千円未満 ２０ 
27,500 千円以上 ～ 30,000 千円未満 ２１ 
30,000 千円以上 ～ 35,000 千円未満 ２２ 
35,000 千円以上 ～ 40,000 千円未満 ２３ 
40,000 千円以上 ～ 45,000 千円未満 ２４ 
45,000 千円以上 ～ 50,000 千円未満 ２５ 
50,000 千円以上 ～ 60,000 千円未満 ２６ 
60,000 千円以上 ～ 70,000 千円未満 ２７ 
70,000 千円以上 ～ 80,000 千円未満 ２８ 
80,000 千円以上 ～ 90,000 千円未満 ２９ 
90,000 千円以上 ～ 100,000 千円未満 ３０ 

100,000 千円以上 ～ 150,000 千円未満 ３１ 
150,000 千円以上 ～ 200,000 千円未満 ３２ 
200,000 千円以上 ～ 250,000 千円未満 ３３ 
250,000 千円以上 ～ 300,000 千円未満 ３４ 
300,000 千円以上 ～ 千円未満 ３５ 
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（３）技術者の継続雇用状況 
 
 平成２４年１０月３１日時点で６ケ月以上継続して雇用している有資格技術者の資格の種類・雇用人

数に応じて評価点数を加点する。（代表者は除く） 
 
＜点  数＞   最大５０点（下表のとおり） 
 
 

土木一式 建築一式 評価点 
一級土木施工管理技士 一級建築施工管理技士 

一級建設機械施工技士 一級建築士 

技術士 ＊注１  
５ 

二級土木施工管理技士 二級建築施工管理技士 

二級建設機械施工技士 二級建築士 
２ 

電気 管 評価点 
一級電気工事施工管理技士 一級管工事施工管理技士 

第一種電気工事士 一級技能士 ＊注１ 

技術士 ＊注１ 技術士 ＊注１ 
５ 

二級電気工事施工管理技士 二級管工事施工管理技士 

第二種電気工事士 ＊注３ 給水装置工事主任技術者＊注２ 

電気主任技術者 ＊注４ 二級技能士 ＊注１,３ 

建築設備士 ＊注２ 建築設備士 ＊注２ 

一級計装士 ＊注２ 一級計装士 ＊注２ 

２ 

 
＊注１  各業種に対応する技術士の各部門・各科目、及び管工事の技能士の検定職種は、建設業法の

専任技術者の資格要件と同一とする。 
＊注２  資格取得後、１年以上の実務経験を有すること。 
＊注３  資格取得後、３年以上の実務経験を有すること。 
＊注４  資格取得後、５年以上の実務経験を有すること。 
 
・認定条件 
 ①法人、従業員５人以上の個人事務所 

     政府管掌健康保険、組合管掌健康保険の被保険者、建設国保等の国保組合の組合員（扶養家族は

除く） 
     健康保険被保険者証の交付年月日が平成２４年５月１日以前の者  

 ②従業員４人以下の個人事務所 
   専従者、又は事業主から６ケ月以上継続して源泉徴収を受けている者 
 
・１人の技術者が同一業種の資格を複数持っていても、高い方の資格のみを加点し、複数の業種の資格

を持っている場合はそれぞれの業種で加点する。 
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（４）ＩＳО等の取得・認定 
 
 認証・登録を受けたＩＳО９００１、ＩＳО１４００１の適用サービス（登録マネジメントシステム）、

およびエコアクション 21 について加点する 
 
＜点  数＞   最大２０点 
 

ＩＳО ９０００ｼﾘｰｽﾞ（１０点）     ＩＳО １４００１（１０点） 
 
     エコアクション２１（５点。ISO14001 との重複加点はしない。） 
 
 
・平成２４年１０月３１日時点で有効な認証・登録の通知を受けていること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 8

（５）研修会等の受講 
 
 対象期間内にある研修会等の参加回数に応じて加点する。（代表者を含む） 
 
＜点  数＞   最大２０点（各２点） 
 
＜対象期間＞   平成２２年１１月１日～平成２４年１０月３１日 
 
＜主催または実施主体＞ 

（財）宮崎県建設技術推進機構 （財）宮崎県建築住宅センター 
（独）雇用能力開発機構    （社）宮崎県建設業協会 
宮崎県職業能力開発協会 宮崎県管工事組合協同組合連合会 
（社）宮崎県建築業協会 宮崎県土木施工管理技士会 
宮崎県森林土木協会 （社）宮崎県建築士会 
（社）宮崎県建築士事務所協会  

 
・代表者以外の場合は、会社の社会保険（健康保険）に加入している等、一定の雇用条件を満たしてい

ること。（平成 24 年 10 月 31 日時点で６ケ月以上継続して雇用されている従業員） 
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（６）障がい者の雇用状況 
 

平成２４年１０月３１日時点で雇用している障がい者の雇用期間に応じて加点する。 
 
 
＜点  数＞  最大２０点：雇用している障がい者１人につき下表により加点 
 
 

雇 用 期 間 加  点 
２年以上 １０ 点 

１年以上２年未満  ８ 点 
６月以上１年未満  ５ 点 

        ＊重度障害者に該当する場合には加点を２倍する。 
 
・認定条件 
   

平成２４年１０月３１日時点で障害者手帳の交付を受けていること。 
    

・雇用期間は、原則として、法人・従業員５人以上の個人事業所の場合は、社会保険（健康保険）等の

加入年月日とし、従業員４人以下の個人事業所の場合は、継続して源泉徴収を受けている期間とする。 
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（７）表彰受賞経歴 
 

平成２２年１１月１日から平成２４年１０月３１日までに、会社として受けた表彰、顕彰等の数に応

じて加点する。 
 
＜点  数＞   １件５点：最大１０点 
 
 

対象となる表彰 

建設業構造改善顕彰 建設雇用改善優良事業所表彰 

中小企業退職金共済制度普及協力表彰 建設業退職金共済制度普及協力表彰 

建設工事等指定統計調査表彰 経営合理化等表彰 

職場安全表彰 労働災害防止活動表彰 

電気保安功労者表彰 地域環境保全功労者表彰 

交通安全思想普及表彰 交通安全表彰 

赤十字事業感謝状  
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（８）地域貢献 
     平成２２年１１月１日から平成２４年１０月３１日までに実施した地域貢献活動に応じて加点する。 

 
＜点  数＞   最大３０点 
 
・市と災害防止協定を結んでいるもの （２点） 
 
・市と緊急時における年間待機業務委託契約を結んでいるもの（２点） 
  ＊「配水及び給水管修理工事等の待機業務委託」 
 
・国、県、市町村又は公益団体が主催する地域貢献活動への参加（１回１点：最大６点） 
 
・自社で独自に行った地域貢献活動（１回１点：最大２点） 
 
・消防団活動（最大１０点 小数点以下切上） 

＊対象者のうち、日向市消防団員に任命されている者について消防団勤続年数により次のとおり加

点する（１人最大５点） 
 
《対象者》 代表者および平成 24 年 10 月 31 日時点で６ケ月以上継続して雇用されている従業員 

 
勤 続 年 数 加 点（１人） 

１０年以上 ５．０点 
９年以上１０年未満 ４．５点 
８年以上９年未満 ４．０点 
７年以上８年未満 ３．５点 
６年以上７年未満 ３．０点 
５年以上６年未満 ２．５点 
４年以上５年未満 ２．０点 
３年以上４年未満 １．５点 
２年以上３年未満 １．０点 

２年未満 ０．５点 
 

※ 認定条件 
   ①法人、従業員５人以上の個人事務所 

       政府管掌健康保険、組合管掌健康保険の被保険者、建設国保等の国保組合の組合員（扶養家

族は除く） 
       健康保険被保険者証の交付年月日が平成２４年５月１日以前の者  

   ②従業員４人以下の個人事務所 
     専従者、又は事業主から６ケ月以上継続して源泉徴収を受けている者 
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・保護観察対象者等の協力雇用主として登録等しているもの（最大 10 点） 
  ＊平成 24 年 10 月 31 日現在において、保護観察対象者等の協力雇用主として登録している者に 2

点加点する。また、平成 22 年 11 月 1 日から平成 24 年 10 月 31 日までに保護観察対象者等を 3
ヶ月以上雇用した場合は、雇用者 1 人につき 2 点を加点する。 

 
 ※ 「保護観察対象者等」は、更生保護法（平成 19 年法律第 88 号）第 48 条に定める保護観察対象

者及び同法第 85 条に定める更生保護の対象者とする。 
 
 
 

（９）市の指名停止歴 
 
 平成２２年１１月１日から平成２４年１０月３１日までに市から指名停止通知を受けた業者につい

て指名停止の月数に応じて減点する． 
 
＜点  数＞   指名停止月数×５点 
 
・同一案件で指名停止及び監督処分等が併せて行われた場合は点数の大きい方で減点する。 
 
 
 

（10) 建設業法に基づく監督処分等歴 
 
 平成２２年１１月１日から平成２４年１０月３１日までに監督処分通知を受けた業者について建設

業法に基づく監督処分（指示処分・営業停止・一部業種に係る許可の取消処分）と建設業法第４１条に

基づく文書による指導及び勧告に応じて減点する。 
 
＜点  数＞   指示処分            １回につき２０点 

営業停止            １回につき３０点 
一部業種に係る許可の取消処   １回につき４０点 
文書による指導及び勧告     １回につき ５点 

 
・同一案件で指名停止及び監督処分等が併せて行われた場合は点数の大きい方で減点する。 
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３．等級要件 
 

（１）技術者要件 
 
 平成２４年１０月３１日時点で３ケ月以上継続して在籍する有資格技術者の数が次の要件を満たし

ていること。（代表者を含む） 
 

      等級区分 
業  種 

Ａ 等 級 

土木一式 有資格技術者 ３名以上（うち１級相当 １名以上） 
建築一式 有資格技術者 ３名以上（うち１級相当 １名以上） 
電  気 有資格技術者 ２名以上（うち１級相当 １名以上） 

管 有資格技術者 ２名以上（うち１級相当 １名以上） 
 
 
《有資格技術者》 

 土木一式 建築一式 
一級土木施工管理技士 一級建築施工管理技士 

一級建設機械施工技士 一級建築士 
１

級 
技術士 ＊注１  

二級土木施工管理技士 二級建築施工管理技士 ２

級 二級建設機械施工技士 二級建築士 

 電気 管 

一級電気工事施工管理技士 一級管工事施工管理技士 

第一種電気工事士 一級技能士 ＊注１ 
１

級 
技術士 ＊注１ 技術士 ＊注１ 

二級電気工事施工管理技士 二級管工事施工管理技士 

第二種電気工事士 ＊注３ 給水装置工事主任技術者＊注２ 

電気主任技術者 ＊注４ 二級技能士 ＊注１,３ 

建築設備士 ＊注２ 建築設備士 ＊注２ 

２

級 

一級計装士 ＊注２ 一級計装士 ＊注２ 

     ＊注１～４ 「技術者の継続雇用」の注意書きと同一 
 
①法人、従業員５人以上の個人事務所 

     政府管掌健康保険、組合管掌健康保険の被保険者、建設国保等の国保組合の組合員（扶養家族は

除く） 
     健康保険被保険者証の交付年月日が平成２４年８月１日以前の者  

 ②従業員４人以下の個人事務所 
   事業主から３ケ月以上継続して源泉徴収を受けている者（専従者は除く） 
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（２）完工高要件 
 
 経営事項評価数値の算定に用いた総合評定値通知書において、完成工事高がない業者については、当

該業種の最下級に区分する． 
 

（３）特定建設業許可要件 
 
 建築一式工事におけるＡ等級については、特定建設業の許可を受けていること。 
 

（４）昇降級要件 
 
 ①新規申請については、総合数値にかかわらず当該業種の最下級に区分する。 
 ②前回の等級区分に対し２等級以上昇降する場合は、１等級の昇降にとどめる。 
 ③前回の定期等級格付の審査から今回の等級格付の審査までの間に、市の指名停止処分又は「建設業

法違反による監督処分」を受けた業者は、総合数値にかかわらず昇級を行わない。（降級する場合は

除く） 
 
 
 

４．その他 
 

（１）市外業者に対する技術等評価方法 

 
・市外業者の技術等評価数値については、下記のみを算定対象とする。 
 

    （４）ＩＳО等の取得・認定 
（９）市の指名停止歴 

 
・市外業者の等級要件については、下記のみを設定する。 

 
（２）完工高要件 

    （３）特定建設業要件 
 
 
 
 
 


